
































第 22 巻１・２号―― 78
一二章手形及小切手が含まれる。現行の商法（明治三二年法律第四八号）は、明治三二年六月一六日より施行されている。制定時は、第四編手形が規定されていた。その後、手形・小切手に関する統一条約が締結されたことにより、これら統一法が国内法化され、手形法（昭和七年法律二〇号）及び 法（昭和八年法律五七号）が独立の法典とし 制定された。昭和一三年の商法改正により、商 典から商法第四編手形が削除され、 文の整理が行われ現在に至っ　
手形は、転々流通することを予定しているので、流通証券としての保護が重要である。手形の譲渡に関して、手










































のような状況において、ロエスレル氏 明治一四年四月に商法草案 起稿に着手した後、明治一七年一月に草案が完成するまでの明治一五年三月に、太政官 、商法編纂局を設置し、同年九月一日同局より商法総則と会社の一六〇条 草案が太政官に上達されているが廃案になっ 。ロエスレル氏が起稿中の商法草案 改変削除を加





































































手に関する規定を含むその一部が、明治 六年 月一日より されることになり、これに伴い「明治十五年第五十七号布告為替手形約束手形条例 商法実施ノ日ヨリ之ヲ廃止ス」るとして、為替手形約束手形条例が廃止された。さらには明治二六年三月二五日に、勅令第一 号として法典調査会規則が公布されている。その一 は、「法典調査会ハ内閣総理大臣ノ監督ニ属シ民法商法及附属法律ヲ調査審議ス」と規定している。しかしその後、明治二七年三月二七日 、勅令第三〇号として法典調査会規則が改正され、第一条は、「 典調査会規則ハ内閣総理大臣ノ監督ニ属し、法例、民法、商法及附属法律ノ修正案ヲ起草審議ス」と規定し、これにより商法修正案が起草審議されることになった。　
しかし明治二五年法律第八号は、明治二九年一二月三一日までに商法の修正を完了することを予定して、同日ま

























































手形・小切手に関する 制を国際的に統 しようとする運動は、一九世紀の後半に始まり、一九 〇年及び
一九一二年にはオランダ政府主催でハーグにおいて万国手形統一法会議が開催されてい 。一九一〇年の第一回ハ
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一九三二年（昭和七年）七月一五日には手形法（昭和七年法律二〇号）、そして一九三 年（昭和八年）七月二九日には小切手法 八 法律五七号）が制 公布されている。　
昭和五年六月六日付けの手形統一法条約は、同条約一条二項により第二付属書の留保をつけて昭和八年一二月
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争」『日本史大事典第六巻』一二七頁以下（一九九四年）、村上一博「 二三 旧商法に対する東京商工会の修正意見と法治協会の駁論」法律論叢七九巻一号一頁（二〇〇六年）など参照。民 施行延期派 穂積八束の 学新法第五号















































































































正当に手形を取得したということはできないとする。さらに手形が詐欺その他の不正な方法による取得であることを疑うべき理由があるにもかかわら これを譲り受けたときも、法律上正当に手形を取得したということは きない。このこと つき疑義の生じな ようにあえて「太過」の語を用いているということである。　
たとえば約束手形が甲、乙、丙の順に振出・裏書された場合において、甲のこれら手形行為が乙の詐欺によるも











のと解せられる。それとともに、正当の方法によって手形を譲り受けた直接の相手方である被裏書人に対して、理由書が掲げる事由がある場合には、手形の返還を求めることができるということである。そのような事由がある場合に、被裏書人か さらに手形を善意で取得した所持人は、やはり本条の趣旨により保護されなければ らない。このことは前述のように、本条が手形 一七条 規定する 的抗弁 制限に関する趣旨を含むとするなら 理論的に当然 である。そ すると本条は、次のよう 人的抗弁の制限に関する規定であるというこ ができる。　
担保として手形を裏書譲渡した後に、被担保債権が弁済されたときである。この場合に、担保としての手形の取
得は正当であるが、債務が弁済されたときは所持人は はや手形を する正当 理由が無くなったのであるから、これを返還しなければならない性質のものである。たとえば甲が、乙 対し その債務の担保として約束 形を振り出した場合を考える。手形 受取人であり所持人である乙は、振出人甲 金の支払 、または債務の弁済がなけ ば手形は返還しないと主張できるのであるから、甲の立場からするならば、債務を弁済し 場合には、所持人乙は手形 所持 ている理由 くなり これを振出人甲 返還 なければ ないこと なる。ま














































の順に振出・ された場合を考える。甲が手形を振り出した原因関係である甲乙間の契約が解除された場合、手形法一七条によると、所持 丙が振出人甲を害することを知っていながら手形を取得したという事情がないかぎり、振出人甲は所持人丙の前者乙に対する人的抗弁を所持人丙に対抗することは きない。こ ような甲の乙に対する原因関係に基づく人的抗弁に関して、振出 甲は直接の相 方である受取人乙に対しては主張できる 、手形






































渡人ハ為替ニ付テ自己ノ有スル権利ヲ譲渡スニアラスシテ法式的ノ契約タル為替ノ与フル権利ヲ譲渡スニ外ナラス」とし、その理由として、譲渡された権利は支払人をして為替金を支払わせ 権利た にすぎないのであるから、もし裏書譲渡が自己の有する権利を譲渡したものとするならば、それにともなって義務もまた譲渡により消滅するものといわなければならないとしている すなわち裏 によって譲渡人の権利とともに 消滅す ことになるが、これについては、同七一五条の規定により為替に関する連帯責任を規定している以上は、譲渡によって手
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形関係を断つことはできないとしている。　
前者に対する人的抗弁を後者にも主張することができるかということに関しては、裏書の法的性質をどのように





ができる場合を前提とするものであり、また善意取得をその射程としこれらを一つの条文で規定しているということができる。さら 人的抗弁の主張は、手形が転々流通する過程において前者 対す 抗弁につき、善意に取得した者でなければ抗弁の対抗を受けるという趣旨であると解せられる。さらに善意であっても、「太過」（草案七七二条） あったり「甚シキ怠慢」（旧商法七一〇条）がある場合には、手形上の権利 取得 ことができず抗弁の対抗を受けることになる。いわゆ 人的抗弁 制限 関する規定でもある。　
なお指図債権に関しては、旧商法四〇一条が、「指図証券ノ発行人ハ前二条ノ旨趣ニ従ヒ自己ニ属スル抗弁又ハ








































振り出し、商品の引き渡しがないために甲が乙の手形金請求を拒むこと できる場合を考え 。乙が丙に手形を裏書譲渡した場合に、いまだ商品の引き渡 ないこと知りながら手形を取得したのであれば、甲は 所持人である丙の手形金請求を拒むことができる。 の所持人丙にこのような事情がなければ、抗弁の主張が制限される。同条にいう
｢ 直接ニ之ニ対抗スルコトヲ得ヘキ事由
｣ とは、当該法律関係における直接の当事者及びその事由のある


















別の規定がない限り手形にも適用があ と解してきた。すなわち民法四七二条によ と、債権者に対抗することができる事由をもって善意の譲受人に対抗す ことがで ない。これを手形の 律関係に適用すると、 の裏書人
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との関係において手形債務者から対抗される事由があったとしても、善意の被裏書人には対抗することができないということになる。　
あるいはローマ法以来の原則により、譲受人は譲渡人の有するよりも大きな権利を有することができない。した




































auvaise foi, bad faith ）ヲ以テ手形ヲ取得シタル場合」となっていたのを、それでは範囲が広きに失するとし
て、「債務者ヲ害スルコトヲ知リテ（
au détrim






ヲ取得シタル場合」とは規定せずに、「所持人ガ其ノ債務者ヲ害スルコトヲ知リテ ヲ取得シタルトキ」としたのである。   
（ｲ）　
重過失を含まないとする説



















限の場合における実質的関係を考えるならば、前者にあっては真実の権利者の犠牲において手形取得者が保護され、後者にあっては債務者の損害にお て瑕疵ある手形権利の取得者 救済される。そしてこ 場合に、真実の権利者の犠牲において手形取得 が保護される程度以上に、瑕疵ある手形権利の取得者が手形債務者 損害 おいて保護される理由はな とする。真実 権利者を犠牲にしてまで保護す ということがいかに強い保護を付与してい
103 ―― 手形法の沿革と人的抗弁の制限



















取消しの意思表示はＳ・Ｘ間の行為であり、Ｙ 直接その行為者の関係にはないから商法四四〇条担書 「直接ニ対抗シ得ヘキ抗弁」にも適さず、Ｙは本件において適法に抗弁を提出する権利が が明らかである。にもかかわらず、原院が、Ｓが裏書譲渡を取り消す旨の意思表示をしたことに基づき、Ｘ 法律上本件手形の所有権を失
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る事由でなければならないということ できないとする。なぜ らば手形編に直接の規定はないが、いわゆる直接に対抗することができる事由 属さないものもあるからである。たとえ 、手形署名者 能力の欠缺、公示催告手続による除権判決等は、手形編に規定は が、いわゆる直接に対 することができる事由に属するとすべきではないという。　























































































































































































































































七一〇条に関しては、理由書や注釈書において抗弁主張の可否を例を用 て説明しており、人的抗弁の制限を規制対象とする 文と 規定されていたこと 明らかである。しかし人的抗弁の制限に関する法律関係を規制対象とする趣旨の規定かということに関し は 文言上 必ず も明白ではなかった。そ 他の抗弁の制限に関 は、草案四六〇条、旧商法四〇一条及び民法四七二条 明文で規定していた。　
その後の昭和一三年改正前商法は手形抗弁に関する規定を置いていた（同年改正前商法四四〇条）が、抗弁の制
限に関しては、民法四七二条を参酌すべきであることが通説であり判例であっ そこでは わゆる後者の抗弁に関する問題も、手形法の規定の適用により手形債務者が 金請求者に対してなしうる の問題と て扱わいた。それを人的抗弁と解するか物的抗弁と解するかということに関する見解の相違はあった。現在では最大判昭
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和四三年が判示するように、権利濫用ということになるが、この判決も人的抗弁の制限に関する手形法一七条の解釈と関係があると考えており、同条の趣旨に徴しという表現を用いて振出人がする後者 抗弁の援用を認めている。この点に関しては、昭和一三年改正前商法の下での判例の考え方やそれに対 学説 考え方のほうが、一般条項によらず手形法の規定を適用することによる手形抗弁 問題として解するということからは明快である。二重無権の抗弁の問題においても、固有の経済的利益のない者がする手形金支払請求に対する抗弁に関して、同様のことが妥当すると解せられる
）69
（
。
（
67）
　
西原・前掲註（
23）六三頁、大隅・前掲註（１）一八頁、高倉・前掲註（
23）八頁参照。
（
68）
　
前掲註（
33）参照。
（
69）
  　
拙稿「手形抗弁︱二重無権の抗弁における固有の経済的利益︱」奈良法学会雑誌第二十巻三・四号一四五頁以下
　
（二〇〇八年）参照。
